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２-２  地域公共交通を取り巻く環境の変化 
２-２-１  少子・高齢化と地域公共交通の関係 
 我が国の人口は 2005 年にピークを迎え，既に減少局面にある．今後は，さらに人口減少
が進むことが予想される．2045 年には１億人程度となるという見通しが立てられている．
合わせて，出生率の低下と医療技術の発達等による平均余命の向上に伴い，少子高齢化も


























































出典：国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口(H18.12) 中位推計  



















































































































































































































































出典：「都市における人の動き－平成17年全国都市交通特性調査の結果から－」（平成19年5月 ）  

























































































































































































































市町村 公共交通事業者 ※ 道路管理者 住民＊
協議会
主務大臣（国土交通大臣・総務大臣）は、地域公共交通の活性化及び再生に関する基本方針を策定
注１ ＬＲＴ（Light Rail Transit）
低床・バリアフリー設計の新車の投入、屋根付きの快適な停留所、高速・定時性の確保等を組
み合わせた機能を備えた次世代型路面電車システム








































































































































































































































































































































































































項目 単位 値 参考：路線バス
系統数 系統 4,314 41,861
走行キロ 千キロ 96,927 1,945,490
輸送人員 千人 76,767 4,067,692
輸送人員キロ 人キロ 363,617 18,044,688
１人平均乗車キロ ｋｍ 4.7 4.5
平均乗車密度 人 3.8 9.4
運送収入 百万円 14,096 721,601
運送支出 百万 35,179 840,552


















































選定することが，持続的な運行のためには必要となる．2009 年 12 月時点での導入状況は，











 一方，路線バスでは維持が困難な地域について，コミュニティバスから DRT 型の少量輸
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 2009 年 12 月に全国の全 1795 市区町村（2009 年 10 月 1 日時点）を対象に「自治体にお
ける地域公共交通確保の検討状況」について郵送配布，メールまたは郵送回収によるアン






































数は 810，回収率は約 45%となっている．（合併自治体の回収率 49%，非合併自治体の回収






３-３  市町村における公共交通の取組状況の分析 











(件) (％) 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
500円未
満 231  28.5
500～1,0
00円 145  17.9
1,000～2
,000円 124  15.3
2,000円
以上 141  17.4
不 明 ・
無 回 答 169  20.9
合  計 810 100.0
 






(件) (％)    1
　×
  401
合併なし1. 377  58.8 41.1 21.0 15.6 22.3
合併あり2. 264  41.2 29.5 25.8 24.6 20.1


















 続いて，市町村の公共交通への関与状況を時系列的に見るため，過去 5 年間の公共交通
に関する市町村負担額の推移（増減）とその要因に関する分析を行い，これまで取り組ま
れた各種交通施策との関連を考察する． 
 市町村の財政負担に関するバス運行対策費の過去 5 年の推移を問うたところ，多くの市
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図 ３-4 市町村のバス運行費補助の過去 5 年の増減 
※5 年間の運行費補助額の推移を記入頂いた市町村のみ集計．N=271 




1. ※ 37   5.9 94.6
30～50
%








194  30.8 33.5 25.8 22.2 18.6
70%～5. 285  45.3 23.2 20.7 23.5 32.6















(件) (％) 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
通勤利用の減少 263  32.5
学生・通学利用の減少 341  42.1
昼間需要（高齢者・主婦
等）の減少 281  34.7
路線延伸・新設等による
運行距離の増加 55   6.8
増便による運行距離の増
加 21   2.6
市町村合併による広域化
による運行経費増加 47   5.8
上記以外の運行経費の増
加 136  16.8
運賃値下げによる収支悪
化 13   1.6
国庫・都道府県補助額削
減による単費負担増加 127  15.7
単費増加その他 67   8.3
利用者の増加による収支
改善 47   5.8
路線短縮・廃止による運
行距離削減 91  11.2
減便による運行距離削減 81  10.0
デマンド化または乗合タ
クシー化による経費節減 26   3.2
運賃値上げによる増収 10   1.2
単費減少その他 57   7.0
不明・無回答 283  34.9
合  計 810 100.0
 




































図 ３-6 公共交通に係る市町村負担増加の要因 
N=1351(複数回答含む延べ回答数） 
一方で，何らかの交通体系の見直しによって負担の削減を図っている市町村もあり，利




























が特に多く見られた（図 ３-8）．  
 
(件)
1 高齢者等の生活手段の確保 810 66.4 27.9
2 少子化への対応 810 17.0 26.7 56.3
3 中心市街地が衰退 810 9.6 19.5 70.9
4 合併による広域化への対応 810 9.5 11.9 78.6
5 国・県の生活バス補助額削減 809 6.8 87.6
6 隣接市町村と連携の強化 810 13.0 25.8 61.2
7 民間バス路線の撤退の危機 809 18.5 20.5 60.9
8 交通空白不便地域への対応 810 42.3 30.5 27.2
9 多様な輸送が重複し非効率 810 11.1 18.1 70.7
10 バスの利便性が年々低下 810 17.4 23.8 58.8
11 自治体の財政負担が年々増加 810 39.3 26.2 34.6
12 環境・地球温暖化の観点 810 8.6 27.5 63.8
13 地域間の交通格差の解消




図 ３-8 市町村の交通体系において， 解決すべき課題として重視している項目 
 
 これを，人口１人当たりの負担額の大小でクロス集計をし，χ2検定により統計的に有意
























141  22.0 26.2 37.6 36.2

























141  22.0 18.4 25.5 56.0

























141  22.0 18.4 77.3
















図 ３-12 国・県の補助額削減に対する重視の度合いと，将来の自治体の課題認識の比較 
 
 また，図 ３-8 を合併の有無でさらに分類すると（図 ３-13），特に合併自治体において
は，「合併による広域化への対応」の必要性のほか，国・県の補助額削減，非合併自治体と
比べて重視している傾向が明らかになった． 














































88.6 97.7 43.2 25.0 45.5 44
※
81.1 92.5 45.3 18.9 39.6 53
※
52.2 82.9 25.4 15.0 39.7 680
56.2 84.4 27.8 15.8 40.0 777
 
※) 母数が100件以下のため注意
90％以上 80％以上 70％以上 60％以上 50％以上 40％以上 30％以上
20％以上 10％以上 10％未満








































 現在取り組まれているもしくは今後 3 年以内に実施を予定している施策を整理すると，
図 ３-14 の通りであり，既に取組中の施策がある自治体が約 7 割を超えており，特に，合
併自治体においては，多くの自治体で公共交通に関する取組がなされている． 









284  35.1 85.6 10.9





図 ３-14 合併の有無と取組施策の関係 





図 ３-15 現在取り組まれている・もしくは今後取り組まれる予定の施策 
(件)
1 バス路線の再編（系統見直し等） 810 34.9 21.0 44.1
2 利便性向上のための増便・ダイヤ
改正 810 35.1 17.7 47.3
3 利用の少ない路線の減便，廃止 810 32.3 18.6 49.0
4 特定層をターゲットにした運行 810 25.6 10.4 64.1
5 中心部⇔郊外のバス路線の新設 810 10.9 84.6
6 旧市町同士を結ぶバス路線の新設 810 8.1 90.0
7 地元等による自主運行バスの支援 810 92.1
8 デマンド式のバスの導入 810 89.1
9 デマンド式の乗合タクシーの導入 810 14.7 13.0 72.3
10 他の輸送サービスとの統合 810 9.1 9.5 81.4
11 バス待ち環境の改善 810 14.0 6.4 79.6






810 9.6 6.2 84.2
16 利用促進キャンペーン
810 16.9 10.4 72.7
17 情報提供の改善
810 29.0 12.5 58.5
18 観光施策との連携






















図 ３-16 地域公共交通会議及び法定協議会等の設置状況 
 
 









278  35.1 77.3 9.4 10.4















281  35.3 32.7 8.5 17.1 43.1












































































9 デマンド式の乗合タクシーの導入 * **

























(件) (％) 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
国や都道府県の支援が将来
縮小の可能性に対する不安 437  54.0
市町村単費での財政負担の
増大が懸念される 657  81.1
住民や地域団体など多様な
組織の参画が欲しい 216  26.7
公共交通の確保に関する先
進事例の情報が欲しい 123  15.2
公共交通専任の担当者が少
ない（またはいない） 311  38.4
不明・無回答 32   4.0
合  計 810 100.0
 










1. 222  35.7 17.1 41.9 41.0
500～1,0
00円








134  21.5 38.1 56.7


















1. 229  30.3 27.1 33.2 39.7
現在のサービスレベルを
維持する必要がある．
2. 444  58.7 47.3 45.7
現在のサービスレベルの
低下はやむを得ない．
3. ※ 83  11.0 21.7 73.5







図 ３-20 今後のバス交通の考え方と自治体の財政出動の関係 
 
３-３-８ 市町村の交通政策への取組に関する考察 





れた可能性が考えられ，これも 1 つの市町村合併の効果として 特筆される． 























(件) (％) 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
旧町にまたがった路線バスを新たに運行
し，新市町域の交通の一元化が図れた。 51  18.0
それぞれで運行していたコミュニティバ
スの統合を図った。 46  16.2
運賃がバラバラであったのを統一し利便
性を図った。 42  14.8
その他のメリットがあった 36  12.7
特に合併によるメリットはない 104  36.6
逆に，合併により生活交通の確保が一層
困難になった 29  10.2
不明・無回答 36  12.7
合  計 284 100.0
 






(件) (％) 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
旧市町間で，運賃体系が大きく違
う。 45  28.8
旧市町間で，バス路線がある地域
とない地域がある。 74  47.4
旧市町間で，バス交通の運行便数
やサービスレベルが大きく違う。 84  53.8
旧市町間で，バス交通に対する補
助の仕組みや制度が違う。 13   8.3
その他 15   9.6
不明・無回答 3   1.9
合  計 156 100.0
 












口（2000 年国勢調査人口及び面積を指標にした）について，人口第 1 位と第 2 位の比，ま




率（市町村の人口に占める DID 地区内人口の比率）を採用して，合併形態を分類する． 
 以上の指標を用いてクラスター分析法により，表 ３-3 のように分類された． 
表 ３-3 クラスター分析の結果と各指標の平均値 
※人口または面積核都市率とは，合併前の構成市町村の人口（面積）第 1 位と第 2 位の比で定義した数値で， 
















中核市吸収合併型 58 20.4 2.9 315,204 535 779 66
中規模吸収合併型 78 7.2 3.2 99,922 190 732 47
広域合併型 89 7.3 1.8 74,804 795 110 27
小規模対等合併型 331 2.9 1.9 33,197 245 194 6
 
1. 中核市吸収合併型：合併後の人口が平均で 30 万人を超えており，人口核都市率（合併




























図 ３-23 分類ごとの合併形態のイメージ 














































1. ※ 35   4.4 80.0
中規模吸
収合併型
2. ※ 45   5.7 13.3 33.3 26.7 15.6
広域合併
型




145  18.2 20.0 27.6 20.7 25.5
非合併5. 525  66.0 29.0 20.4 18.9 21.5









図 ３-24 合併形態ごとの自市町村内通勤通学率 
出典：2005 年国勢調査 アンケートに回答頂いた 810 市町村を対象とした． 




1. ※ 34   4.3 26.5 44.1
中規模吸
収合併型
2. ※ 45   5.7 33.3 33.3 17.8
広域合併
型




145  18.4 13.8 44.1 38.6
非合併5. 519  65.8 23.7 28.9 27.4









図 ３-25 合併形態ごとの公共交通分担率 













1. ※ 35   4.4 80.0
中規模吸
収合併型
2. ※ 45   5.7 13.3 33.3 26.7 15.6
広域合併
型




145  18.2 20.0 27.6 20.7 25.5
非合併5. 525  66.0 29.0 20.4 18.9 21.5



















1. ※ 34   4.3 26.5 44.1
中規模吸
収合併型
2. ※ 45   5.7 33.3 33.3 17.8
広域合併
型




145  18.4 13.8 44.1 38.6
非合併5. 519  65.8 23.7 28.9 27.4















 1 人あたり補助負担額を合併形態ごとにみると（図 ３-26），中核市吸収合併型の市町村








1. ※ 34   5.4 64.7 14.7 20.6
中規模吸
収合併型
2. ※ 41   6.5 36.6 41.5 19.5
広域合併
型




134  21.1 21.6 26.1 21.6 30.6
非合併5. 383  60.3 41.0 20.4 15.9 22.7






















収的合併 ※ 34   5.4 47.1 32.4 20.6
中規模吸
収的合併 ※ 41   6.5 29.3 41.5 24.4
広域合併 ※ 43   6.8 32.6 41.9 23.3
小規模対
等合併 134  21.1 17.2 32.1 29.9 20.9
非合併 383  60.3 29.5 31.3 23.5 15.7








図 ３-27 合併形態ごとの歳出総額に占める公共交通補助額の比率 
出典：歳出総額は 2008 年市町村決算状況調（総務省）公共交通補助額はアンケート結果から把握 




1. ※ 34   5.4 64.7 14.7 20.6
中規模吸
収合併型
2. ※ 41   6.5 36.6 41.5 19.5
広域合併
型




134  21.1 21.6 26.1 21.6 30.6
非合併5. 383  60.3 41.0 20.4 15.9 22.7







平均 490 円/人 
平均 678 円/人 
平均 1,861 円/人 
平均 1,760 円/人 
平均 1,586 円/人 





る認識の度合い」の 2 つを変数としてクロス集計し，2 変数間の有意差とその強さを見るた
めの χ2検定及びクラメールの V 係数を算出した．その結果は表 ３-5 に示す通りであり，
合併形態と，課題認識としての「合併による広域化への対応」「国・県の生活バス補助額削
減」「多様な輸送が重複し非効率」という回答に対し，有意性で大きな差が出た． 
表 ３-5 合併形態と交通課題認識の間の有意差の検定結果 
 
χ 2値 有意 クラメールＶ
1 高齢者等の生活手段の確保 11.539 0.0844
2 少子化への対応 31.613 ** 0.1397
3 中心市街地が衰退 43.204 ** 0.1633
4 合併による広域化への対応 377.095 ** 0.4825
5 国・県の生活バス補助額削減 183.971 ** 0.3370
6 隣接市町村と連携の強化 2.988 0.0429
7 民間バス路線の撤退の危機 25.285 ** 0.1249
8 交通空白不便地域への対応 37.753 ** 0.1527
9 多様な輸送が重複し非効率 65.401 ** 0.2009
10 バスの利便性が年々低下 34.026 ** 0.1449
11 自治体の財政負担が年々増加 63.034 ** 0.1973
12 環境・地球温暖化の観点 49.984 ** 0.1757
















1. ※ 35   4.4 34.3 40.0 25.7
中規模吸
収合併型
2. ※ 45   5.6 24.4 26.7 48.9
広域合併
型




145  18.1 22.8 29.0 48.3
非合併5. 532  66.3 97.9







図 ３-28 合併形態ごとの「合併による広域化への対応」に対する課題認識の割合 




1. ※ 35   4.4 22.9 65.7
中規模吸
収合併型
2. ※ 45   5.6 17.8 71.1
広域合併
型




145  18.1 13.1 15.2 71.7
非合併5. 531  66.2 98.1







図 ３-29 合併形態ごとの「国・県の生活バス補助額削減」に対する課題認識の割合 




1. ※ 35   4.4 14.3 28.6 57.1
中規模吸
収合併型
2. ※ 45   5.6 33.3 62.2
広域合併
型




145  18.1 17.9 21.4 60.7
非合併5. 532  66.3 13.3 78.0







図 ３-30 合併形態ごとの「多様な輸送が重複し非効率」に対する課題認識の割合 
 なお，5 つの施策分類（バス路線見直し，コスト縮減策実施，周辺環境整備，利用促進及








 続いて，合併形態ごとに現在の施策取組状況について，「既に取組中」「今後 3 年以内に














1. ※ 33   4.2 39.4 15.2 18.2 30.3
中規模吸
収合併型
2. ※ 45   5.7 31.1 13.3 20.0 35.6
広域合併
型
3. ※ 45   5.7 42.2 17.8 33.3
小規模対
等合併型
4. 145  18.4 29.0 13.8 53.1
非合併5. 522  66.1 14.8 13.0 67.2







図 ３-31 合併形態ごとの法定協議会（活性化・再生法に基づく）設置状況 


































表 ３-6 合併形態ごとの現在取組施策実施率に対する有意差検定結果 
 
χ 2値 有意 クラメールＶ
1 バス路線の再編（系統見直し等） 71.169 ** 0.2096
2 利便性向上のための増便・ダイヤ改正 48.580 ** 0.1732
3 利用の少ない路線の減便，廃止 68.102 ** 0.2050
4 特定層をターゲットにした運行 25.536 ** 0.1256
5 中心部⇔郊外のバス路線の新設 50.370 ** 0.1763
6 旧市町同士を結ぶバス路線の新設 149.303 ** 0.3036
7 地元等による自主運行バスの支援 48.955 ** 0.1738
8 デマンド式のバスの導入 59.989 ** 0.1924
9 デマンド式の乗合タクシーの導入 136.245 ** 0.2900
10 他の輸送サービスとの統合 37.276 ** 0.1517
11 バス待ち環境の改善 63.174 ** 0.1975
12 バス走行環境の改善 93.533 ** 0.2403
13 Ｐ＆Ｒ，駐車場・駐輪場の整備 80.935 ** 0.2235
14 バス停清掃などのボランティア支援 16.013 * 0.0994
15 モビリティ・マネジメント 125.829 ** 0.2787
16 利用促進キャンペーン 57.511 ** 0.1884
17 情報提供の改善 71.461 ** 0.2100
18 観光施策との連携 36.081 ** 0.1492
19 商業施策との連携 36.386 ** 0.1499
20 運賃値下げ 43.277 ** 0.1634
21 運賃値上げ 48.829 ** 0.1736



















 合併形態　  ×  問８　バス路線見直し関連施策
(件) (％)
中核市吸
収的合併 ※ 35   4.4 65.7 20.0 14.3
中規模吸
収的合併 ※ 45   5.6 73.3 15.6
広域合併 ※ 46   5.7 84.8 15.2
小規模対
等合併 145  18.1 67.6 20.7
非合併 532  66.3 49.8 18.6 31.6















 合併形態　  ×  問８　輸送効率化関連施策
(件) (％)
中核市吸
収的合併 ※ 35   4.4 60.0 17.1 22.9
中規模吸
収的合併 ※ 45   5.6 33.3 28.9 37.8
広域合併 ※ 46   5.7 58.7 17.4 23.9
小規模対
等合併 145  18.1 32.4 24.1 43.4
非合併 532  66.3 16.2 71.4







図 ３-34 合併形態ごとの「輸送形態見直し関連施策」（デマンド化，異種輸送統合）の実施率 
 合併形態　  ×  問８　利用促進及びＭＭ関連施策
(件) (％)
中核市吸
収的合併 ※ 35   4.4 85.7
中規模吸
収的合併 ※ 45   5.6 60.0 22.2 17.8
広域合併 ※ 46   5.7 52.2 30.4 17.4
小規模対
等合併 145  18.1 38.6 17.2 44.1
非合併 532  66.3 34.4 54.1







































1 高齢者等の生活手段の確保 72.2 25.0 1 情報提供の改善 61.1 13.9
2 交通空白不便地域への対応 69.4 22.2 2 デマンド式の乗合タクシーの導入 55.6 13.9
3 自治体の財政負担が年々増加 50.0 33.3 3 バス待ち環境の改善 52.8 5.6
4 合併による広域化への対応 36.1 38.9 4 モビリティ・マネジメント 52.8 11.1
5 中心市街地が衰退 36.1 25.0 5 Ｐ＆Ｒ，駐車場・駐輪場の整備 47.2 8.3
6 環境・地球温暖化の観点 33.3 33.3 6 バス路線の再編（系統見直し等） 41.7 30.6
7 民間バス路線の撤退の危機 33.3 25.0 7 利便性向上のための増便・ダイヤ改正 38.9 11.1
8 バスの利便性が年々低下 27.8 22.2 8 バス走行環境の改善 38.9 2.8
9 地域間の交通格差の解消 22.2 36.1 9 利用促進キャンペーン 36.1 22.2
10 多様な輸送が重複し非効率 13.9 27.8 10 利用の少ない路線の減便，廃止 33.3 27.8
11 隣接市町村と連携の強化 13.9 22.2 11 他の輸送サービスとの統合 22.2 8.3
12 国・県の生活バス補助額削減 11.1 22.2 12 旧市町同士を結ぶバス路線の新設 19.4 0.0
13 少子化への対応 8.3 30.6 13 地元等による自主運行バスの支援 19.4 5.6
























1 高齢者等の生活手段の確保 68.9 28.9 1 バス路線の再編（系統見直し等） 55.6 24.4
2 交通空白不便地域への対応 46.7 44.4 2 利便性向上のための増便・ダイヤ改正 55.6 22.2
3 自治体の財政負担が年々増加 44.4 24.4 3 利用の少ない路線の減便，廃止 51.1 22.2
4 民間バス路線の撤退の危機 26.7 22.2 4 情報提供の改善 51.1 22.2
5 合併による広域化への対応 24.4 26.7 5 特定層をターゲットにした運行 37.8 15.6
6 バスの利便性が年々低下 15.6 37.8 6 中心部⇔郊外のバス路線の新設 31.1 6.7
7 中心市街地が衰退 15.6 22.2 7 利用促進キャンペーン 31.1 24.4
8 地域間の交通格差の解消 13.3 42.2 8 旧市町同士を結ぶバス路線の新設 28.9 4.4
9 国・県の生活バス補助額削減 11.1 17.8 9 観光施策との連携 24.4 15.6
10 環境・地球温暖化の観点 8.9 48.9 10 デマンド式の乗合タクシーの導入 17.8 31.1
11 少子化への対応 6.7 42.2 11 Ｐ＆Ｒ，駐車場・駐輪場の整備 17.8 4.4
12 隣接市町村と連携の強化 6.7 26.7 12 バス待ち環境の改善 15.6 13.3
13 多様な輸送が重複し非効率 4.4 33.3 13 他の輸送サービスとの統合 13.3 8.9






















1 高齢者等の生活手段の確保 78.3 21.7 1 利便性向上のための増便・ダイヤ改正 60.9 26.1
2 自治体の財政負担が年々増加 76.1 21.7 2 利用の少ない路線の減便，廃止 58.7 28.3
3 交通空白不便地域への対応 56.5 30.4 3 バス路線の再編（系統見直し等） 54.3 39.1
4 地域間の交通格差の解消 37.0 30.4 4 特定層をターゲットにした運行 39.1 13.0
5 バスの利便性が年々低下 37.0 28.3 5 デマンド式の乗合タクシーの導入 39.1 21.7
6 民間バス路線の撤退の危機 32.6 28.3 6 情報提供の改善 34.8 30.4
7 合併による広域化への対応 30.4 47.8 7 中心部⇔郊外のバス路線の新設 28.3 8.7
8 少子化への対応 26.1 41.3 8 デマンド式のバスの導入 23.9 10.9
9 国・県の生活バス補助額削減 26.1 26.1 9 旧市町同士を結ぶバス路線の新設 21.7 6.5
10 多様な輸送が重複し非効率 23.9 43.5 10 観光施策との連携 21.7 15.2
11 隣接市町村と連携の強化 10.9 30.4 11 運賃値下げ 21.7 6.5
12 中心市街地が衰退 8.7 32.6 12 他の輸送サービスとの統合 17.4 23.9
13 環境・地球温暖化の観点 8.7 32.6 13 利用促進キャンペーン 15.2 26.1



























1 高齢者等の生活手段の確保 72.4 23.4 1 バス路線の再編（系統見直し等） 46.2 20.0
2 交通空白不便地域への対応 48.3 29.7 2 利用の少ない路線の減便，廃止 44.8 17.9
3 自治体の財政負担が年々増加 46.9 32.4 3 利便性向上のための増便・ダイヤ改正 40.7 17.2
4 合併による広域化への対応 22.8 29.0 4 特定層をターゲットにした運行 31.0 13.8
5 バスの利便性が年々低下 22.1 26.9 5 情報提供の改善 29.0 15.2
6 少子化への対応 21.4 32.4 6 旧市町同士を結ぶバス路線の新設 21.4 5.5
7 民間バス路線の撤退の危機 20.0 21.4 7 デマンド式の乗合タクシーの導入 19.3 20.7
8 多様な輸送が重複し非効率 17.9 21.4 8 利用促進キャンペーン 15.2 6.2
9 地域間の交通格差の解消 13.8 35.9 9 中心部⇔郊外のバス路線の新設 13.8 4.8
10 国・県の生活バス補助額削減 13.1 15.2 10 他の輸送サービスとの統合 12.4 12.4
11 隣接市町村と連携の強化 12.4 26.9 11 バス待ち環境の改善 11.7 4.8
12 中心市街地が衰退 7.6 17.9 12 運賃値下げ 10.3 6.9
13 環境・地球温暖化の観点 4.8 22.8 13 デマンド式のバスの導入 8.3 5.5
単位：％ ※上位13位までを掲載 単位：％  
 
３-６-５ 非合併市町村の場合 


















1 高齢者等の生活手段の確保 63.5 29.4 1 利便性向上のための増便・ダイヤ改正 28.8 16.9
2 交通空白不便地域への対応 37.1 30.3 2 バス路線の再編（系統見直し等） 27.9 18.6
3 自治体の財政負担が年々増加 33.0 24.9 3 利用の少ない路線の減便，廃止 24.7 16.8
4 少子化への対応 16.8 22.2 4 情報提供の改善 24.1 9.2
5 民間バス路線の撤退の危機 15.4 19.0 5 特定層をターゲットにした運行 22.6 8.9
6 隣接市町村と連携の強化 13.9 25.2 6 利用促進キャンペーン 14.9 8.1
7 バスの利便性が年々低下 13.9 21.7 7 バス待ち環境の改善 12.1 5.3
8 地域間の交通格差の解消 11.5 22.8 8 観光施策との連携 8.5 7.0
9 多様な輸送が重複し非効率 8.7 13.4 9 デマンド式の乗合タクシーの導入 8.3 8.5
10 中心市街地が衰退 7.9 18.3 10 Ｐ＆Ｒ，駐車場・駐輪場の整備 7.7 0.9
11 環境・地球温暖化の観点 7.7 25.8 11 モビリティ・マネジメント 7.7 4.0
12 合併による広域化への対応 1.1 0.8 12 中心部⇔郊外のバス路線の新設 6.8 4.0
13 国・県の生活バス補助額削減 0.9 0.9 13 他の輸送サービスとの統合 6.2 7.5














自治体属性　合併有無  ×  問８　輸送形態見直し関連施策
(件) (％)
合併なし1. ※ 25  34.7 16.0 72.0







自治体属性　合併有無  ×  問８　輸送形態見直し関連施策
(件) (％)
合併なし1. ※ 48  56.5 91.7







自治体属性　合併有無  ×  問８　輸送形態見直し関連施策
(件) (％)
合併なし1. ※ 25  34.7 16.0 72.0




























スト縮減策も取り入れている．なお，利用状況は全地域合計で，2007 年度から 2011 年度
の実績で年間 14 万～15 万人と横ばいで推移している 7)． 
３ 市町村合併形態と生活バス交通確保施策の取組進捗状況の関連分析 
 －65－ 





 石川県能美市は，旧能美郡の３町（根上・寺井・辰口）が対等合併で 2005 年に発足した








地域を結ぶ連携バスは 2007 年の年間 4.9 万人から，2012 年は年間 10.8 万人と倍増してお
り 8)，市民の足として定着しつつある． 




























































1) 国土交通省：交通基本法の制定と関連施策の充実に向けて－中間整理－，2010 年 3 月. 
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究－いわき市を事例として，都市計画論文集，No.35, pp.109-114, 2000. 
7) 塚井誠人，奥村誠：行政コスト不効率性に基づく市町村合併の評価，都市計画論文集，
No.41-3, pp.785-790, 2006. 
8) 橋本隆，湯沢昭：市町村合併後の都市計画区域の地域格差と財政負担に関する研究，都
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9) 福島茂，瀬口哲夫：『平成の大合併』にみる広域合併都市の都市的特徴と都市・地域政
































４-１  本章の背景と目的 














































































本法に関する項目，iii) 過去 5 年以内に新たに実施した交通関連事業の具体的な内容の 3
つである．質問の具体的な内容については表 ４-1 に示す． 回収数及び回収率は，全体で
1,077 件（回収率 61.5%）（2013 年 1 月時点）となっており，そのうち合併市町村において
は，414 件（回収率 69.9%）となっている． 
 




































































































図 ４-1 現在自治体で取り組んでいる交通関連施策の実施割合 


































































































































































































































































































1．達成しそう 2．達成は難しい 3．分からない 未回答
 
























0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
1．設定している
2．設定していない
1．期待を上回る 2．ほぼ期待通り 3．期待を下回る 4．計測しにくい，把握していない 未回答
 
 





４-３  合併形態ごとに見た交通政策に関する達成度に関する分析 
 (1) 合併市町村の分類 
 次に，全国の合併市町村をクラスター分析によって分類し，類型ごとにアンケート調査
結果を整理し，特徴，傾向を調べた．クラスター分析を行う際，まず，主成分分析による
次元の縮退を行った．「統計で見る市区町村のすがた 2012」3)より，表 ４-2 に示す指標を
用いた．累積寄与率が 80%を超えたまでのものを軸として採用した結果，4 つの主成分軸
が得られた．各軸は，特徴により第 1 軸から第 4 軸をそれぞれ「発展度」「規模」「成熟度」
「中心性」とした．  
表 ４-2 主成分分析結果 
主成分№1 主成分№2 主成分№3 主成分№4
発展度 規模 成熟度 中心性
人口 0.614 0.559 0.188 -0.050
H12-H22人口増減率 0.881 -0.104 -0.312 0.066
幼年人口率 0.721 -0.117 -0.530 0.142
高齢人口率 -0.886 0.082 0.361 -0.128
DID人口率 0.754 0.439 0.200 0.160
昼夜人口率 -0.474 0.539 0.124 0.424
面積 -0.172 0.827 -0.293 0.006
可住地面積率 0.681 -0.411 0.048 -0.223
DID面積率（可住地面積あたり） 0.764 0.311 0.499 -0.020
人口密度 0.706 -0.010 0.514 -0.302
財政力指数（2009） 0.820 0.025 -0.071 0.267
合併市町村数 0.001 0.588 -0.460 -0.573
 寄与率 45.81% 17.70% 11.82% 6.58%




た．その結果，表 ４-3 のように 5 つのクラスターに分類することが出来た．第 1 クラスタ
ーから第 5 クラスターは，その特徴より，それぞれ「大都市編入型」「小都市対等型」「広
域合併型」「小都市編入型」「中都市編入型」とした． 
表 ４-3 クラスター分析結果 
クラスター 1.大都市編入型 2.小都市対等型 3.広域合併型 4.小都市編入型 5.中都市編入型









0.200 0.067 -0.867 -0.403 0.901
1.542 -0.010 1.862 -1.354 -0.001
1.548 0.848 -1.224 -0.354 -0.348







































































































表 ４-4 各類型における各指標の平均値 
クラスター 1.大都市編入型 2.小都市対等型 3.広域合併型 4.小都市編入型 5.中都市編入型
人口（人） 396,017 22,793 127,553 53,037 73,049
H12-H22人口増減率 1.009 0.865 0.937 0.961 0.959
幼年人口率 0.136 0.107 0.129 0.132 0.135
高齢人口率 0.222 0.356 0.285 0.262 0.258
DID人口率 0.757 0.055 0.261 0.158 0.310
昼夜人口率 0.994 1.055 1.030 0.921 1.032
面積（km2） 400.64 338.18 760.58 156.21 378.34
可住地面積率 0.589 0.240 0.308 0.590 0.382
DID面積率（可住地面積あたり） 0.344 0.008 0.044 0.035 0.061
人口密度（人/km2） 1,808 87 189 450 274
財政力指数（2009） 0.873 0.319 0.492 0.541 0.655
合併市町村数 3.264 2.858 7.195 3.116 2.752
相模原市 湧別町 北見市 熊谷市 士別市
京都市 能登町 長岡市 砺波市 高岡市
岡山市 飛騨市 高山市 米原市 福知山市
































































































































































































































1．達成しそう 2．達成は難しい 3．分からない 未回答
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9) 多田憲太郎，柿本竜治：地方中核都市における地域公共交通総合連携計画策定区域に関
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５-１  本章の目的 















































湖東・愛東の 4 町）のうち，旧湖東町及び旧愛東町の２町は，2005 年に隣接する旧八日市
市等と合併し東近江市となり，旧愛知川町，旧秦荘町の２町が 2006 年に合併して「愛荘町」
となった． 
 各市町の諸元を表 ５-2 に示す． 
表 ５-2 湖東圏域各市町の主な指標 
愛荘町
旧愛知川町 旧秦荘町
人口(人) 112,156 20,118 12,177 7,941 7,566 7,500 7,761
面積(km2) 196.8 38.0 12.9 25.0 7.8 13.6 135.9
人口密度(人/km2) 569.8 530.1 941.0 317.1 967.5 550.7 57.1
JR駅 彦根等4駅 なし なし なし なし





 →  
図 ５-1 滋賀県湖東圏域周辺における市町村合併の推移 
（左：2000 年当時，右：2014 年現在） 
赤太枠が湖東圏域１市４町のエリア 
 




 湖東圏域は，文字通り琵琶湖の東側に位置しており， 35 万石の城下町として発展した彦
根市を中心に，中山道の宿場町として栄えた愛荘町，江州音頭発祥の地である豊郷町，築
城の名手藤堂高虎公を輩出した甲良町，伊勢神宮の親神様を祀る多賀大社を有する多賀町
の 1 市 4 町で構成されている． 
 圏域内には，名神高速道路や国道 8 号などの幹線道路や，東海道新幹線，JR 東海道本線
（琵琶湖線）など，国土軸を形成する重要な道路・交通網が南北に縦断しており，これら














図 ５-2 湖東圏域の位置図 






















































 図 ５-6 湖東圏域における代表交通手段分担率 
出典：2010 年パーソントリップ調査 


































































































2013 年度における行政補助額約 1.6 億円は，湖東圏域の人口（156,240 人，2012 年度）
１人あたり，年間 1,025 円の負担に相当する． 
表５-4 湖東圏域のコミュニティバス路線一覧及び経営状況（2013 年度） 
出典：8) 
経常収益（円） 経常費用（円） 欠損額（円） 収支係数 収支率
A B C＝B-A D＝B/A×100 E＝A/B
南彦根県立大学線 - - 202,762 - - - - - -
三津屋線 120,569.4 98,685.2 151,733 21,939,239 37,147,405 15,208,166 169 59.06% 3.01
河瀬線 82,089.3 70,133.3 32,581 4,431,522 21,696,864 17,265,342 490 20.42% 0.87
彦根駅市立病院線 70,459.4 62,459.2 51,508 9,114,948 21,165,651 12,050,703 232 43.06% 2.17
旭森線 35,972.8 34,585.3 4,855 1,029,819 11,374,066 10,344,247 1,104 9.05% 0.44
彦根県立大学線 30,714.4 21,778.9 20,458 2,855,611 11,533,208 8,677,597 404 24.76% 1.58
ブリヂストン線 53,143.7 51,575.9 20,222 3,617,265 16,724,818 13,107,553 462 21.63% 1.21
萱原線・大君ｹ畑線 171,271.6 171,271.6 73,117 11,951,795 44,302,192 32,350,397 371 26.98% 1.35
多賀線 130,184.8 130,184.8 59,969 12,347,851 36,825,778 24,477,927 298 33.53% 1.73
稲枝循環線 9,120.8 9,120.8 6,000 1,231,161 7,873,075 6,641,914 639 15.64% 2.04
南彦根ベルロード線 41,606.4 33,641.7 13,820 2,074,231 15,688,997 13,614,766 756 13.22% 0.85
角能線 67,317.8 61,724.6 49,630 7,261,946 13,653,535 6,391,589 188 53.19% 1.96
























表 ５-5 湖東圏域の交通課題（2007 年時点） 
湖東圏域公共交通総合連携計画記載内容を一部加筆 






























































 2008 年時点で，彦根市を発着するバス交通は 3 社の交通事業者により 11 路線運行され
ていたが，うち 10 路線は公的助成により運行されている．（なお，彦根市においては，公
的助成を行っている路線をすべて「コミュニティバス路線1」と称しており，公的助成を行


























図 ５-9 2008 年以前のバス交通見直しの系譜 
出典：ひこね・公共交通ニューズレターVol.1(2008.7) 








 ・従前の端数料金体系から 200 円，300 円運賃の 2 段階料金体系へ移行 










ては，うち 3 路線を新たにコミュニティバス路線として行政補助の対象とし，1 路線はその
まま企業路線として存続することとなった． 
2006 年度の路線見直しと大規模な廃止 3) 
 しかし，2004 年度の見直し後も利用者の減少傾向に歯止めがかからず，バス事業の収支
状況も極めて低い生産性を示していた．2004 年度の利用者数が年間 100 万人に対し，翌




 また，2004 年度から新たに 3 路線がコミュニティバス路線として行政補助の対象となっ
たためもあり，滋賀県と彦根市が路線バス維持のために支出する補助金が 2004 年度の
6,800 万円から，翌年の 2005 年度には 1 億 765 万円と，大きく膨れ上がってしまうことと
なってしまった． 











 2006 年 10 月からの大規模な路線廃止・統合を含む路線の見直しをした結果，行政から
事業者に対する補助金額は，年間 1 億円から約 7,600 万円（2007 年度）と大きく減少した．



















図 ５-10 彦根市における路線バス年間利用者数の推移 
出典：彦根市統計書 
図 ５-11 彦根市の路線バス補助額・利用者数の年度別推移 
出典：路線バス懇話会資料 
② これまでの彦根市におけるバス路線見直しに関する考察 


























































































 彦根市においては，2007 年 10 月に施行された「地域公共交通の活性化及び再生に関す
























2008 年度～ 彦根市公共交通活性化協議会 立ち上げ 
2008 年 10 月 予約型乗合タクシー（愛のりタクシー）鳥居本，稲枝地区運行開始 
2009 年 3 月 彦根市地域公共交通総合連携計画策定 
2009 年度 彦根市地域公共交通活性化・再生総合事業 １年目 
2009 年度 彦根市公共交通活性化協議会から湖東圏域公共交通活性化協議会準備会へ
移行 
2009 年 10 月 多賀町予約型乗合タクシー（ふれ愛タクシー）運行開始 
2009 年 11 月 彦根市内バスダイヤ改正，愛のりタクシー河瀬地区運行開始 
2010 年 3 月 湖東圏域地域公共交通総合連携計画策定  
2010 年度 湖東圏域地域公共交通活性化・再生総合事業 ２年目 
2010 年 9 月 愛のりタクシー 愛荘，甲良地区，彦根豊郷線運行開始 
         豊郷町内等停留所追加及びダイヤ改正 
2011 年度 湖東圏域地域公共交通活性化・再生総合事業 ３年目 
2011 年 10 月 愛のりタクシー 運賃見直し・回数券創設 
  バス路線新設・廃止・増減便等の系統見直し 
2012 年度 湖東圏域地域公共交通確保維持改善事業 １年目 
2013 年度 湖東圏域地域公共交通確保維持改善事業 ２年目 
2013 年 4 月 愛のりタクシー 系統及び停留所見直し 
  バス路線新設・増減便等の系統見直し 
 小判手形の適用年齢の引き上げ 
2013 年 6 月 バス路線新設の系統見直し 
2013 年 10 月 ラッピングバスの導入 
2014 年 3 月 湖東圏域地域公共交通総合連携計画（第 2 次計画）策定 
2014 年度 湖東圏域地域公共交通確保維持改善事業 ３年目 
2014 年度 湖東圏域地域協働推進事業 １年目 






表 ５-6 湖東圏域公共交通活性化協議会の系譜 
彦根市 愛荘町 豊郷町 甲良町 多賀町 備考














































































































































 以上の取組による主な交通体系図を図 ５-14 に，施策一覧を表 ５-7 にそれぞれ示す．  







表 ５-7 湖東圏域公共交通総合連携計画の主な内容 
 
 














































５-４-１ 市内 30 分毎ヘッドダイヤの実現 
 覚えやすい，わかりやすいダイヤの実現と，「毎時決まった時間にバスが来る」という安
心感を利用者に提供するため，「三津屋線」及び「彦根駅市立病院線（南回り）」2 路線を合
わせて昼間 30 分ヘッド運行の実証運行を行った．この 2 系統は彦根駅から市内の住宅密集
地を経由する，途中停留所まで同じ方向へ向かう路線である．  
 


















































労働条件等から，きっちりと昼間 30 分に 1 本のダイヤとすることは出来なかったものの，









































































図 ５-17 河瀬線の路線見直しの考え方 
 





















2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年
河瀬線延伸
 













にできるよう配慮された．(2011 年実施）  
 
図 ５-20 南彦根ベルロード線の概要 
◎施策の効果 
 ご利用状況は，１年目 8 千人，２年目 14 千人，と徐々に増加傾向となっているが，平均






































●蚊野線（廃止） 利用者が極端に少なく，平均乗車密度 1.0 人に満たないため，廃止し，
後述する乗合タクシーへの利用を促すものとした． 
 












































































せず，セダン型タクシー（乗車定員 3 名）となった． 
◎運賃 
 運賃はバスとタクシーの中間とし，持続的に運行可能なよう，乗合での利用を積極的に
地域に対してＰＲを実施するものとした．具体的には，当初導入時は 500 円，1000 円，1500














































５-５-３ 実証運行概要（2008 年度からの取組） 
①  愛のりタクシーとりいもと，愛のりタクシーいなえ 概要（2008 年実施当初） 
 稲枝地区及び鳥居本地区における交通空白地域の解消を目的として，2008 年１０月２７
日（月）から，鳥居本地区と稲枝地区（一部）で試行運行を開始した． 
 平日は毎日運行（土日は運休） 各路線とも４～６往復 
 運賃は５００円（一部区間は１，０００円または１，５００円）（実施当初） 
 利用者は事前に彦根市に登録を行い，登録証を発行 




















図５-26 愛のりタクシーかわせ出発式（2009 年１１月１６日） 





































































上げ）を兼ねて湖東圏域の運賃統一を検討し，2011 年 10 月より以下の通り実施した． 







 なお，その後，2014 年 4 月に消費税８％への対応及び運行事業者のタクシーメーター運












































 予約型乗合タクシー（愛のりタクシー）については，2011 年 10 月の運賃値下げ以降，























 しかし，結果的には運賃統一という形でまず 1,500 円の運賃体系をなくし，さらに２割
引きにした 400 円，800 円という価格体系にしたところ，利用者が２倍以上に増加し，価
格弾力性が非常に高く顕在化したところである．当初 1,500 円運賃区間（タクシーメータ






































  2008 年１０月２５日（土） 
第２回「公共交通改善のためのアイデアを出そう」 



















 上記冊子を計 70,000 部印刷し，１市４町の全戸配布及び主要公共施設等への配布を行っ















































































































図 ５-34 コミュニケーションアンケート(2011 年度実施） 
５ 複数自治体連携による地域公共交通改善に向けた総合的な取組の効果と課題 
 －135－ 


























































2008 年度に先行して配布を始めた彦根市単独で 9 号，湖東圏域で一体的に取り組んでから


































































































































































































































表 ６-1 湖東圏域の諸元及び公共交通の検討実施の系譜 
 
彦根市 愛荘町 豊郷町 甲良町 多賀町 備考































 彦根市では，他町に先駆けて 2008 年度より，デマンドタクシーの導入に向けた実験と，
路線バスも含めた公共交通全体の計画づくりに着手することとなった．契機となったのは，
2007 年度に施行された活性化・再生法及び同法に基づく総合事業として，計画策定のため















































に運行を始めたものである（表 ６-1 の B）．遅れて 2010 年度より，法定協議会が湖東圏域
として一体化したのを契機に，他町を含めて圏域全体として統一した名称「愛のりタクシ









































































運行 通過市町 改善目標 改正内容
主体 彦根 愛荘 甲良 多賀 利用者数 欠損額
路線No１ Ｂ社 ● +15% -12% ダイヤ改善
路線No２ Ｂ社 ● +11% -4% ダイヤ改善
路線No３ Ｂ社 ● +7% -10% ダイヤ改善
路線No４ Ｂ社 ● +0% +0%
路線No５ Ｂ社 ● +15% -3% 路線見直し
路線No６ Ｂ社 ● ● +13% +9% 路線延伸
路線No７ Ｂ社 ● ● +0% +0%
路線No８ Ｂ社 ● ● ● +0% +0%
路線No９ Ｂ社 ● +0% +0%
路線No１０ Ｃ社 ● -37% -88% 昼間減便
路線No１１ Ｃ社 ● ● -100% -100% 廃止
路線No１２ Ｂ社 ● -12% -52% 昼間・土日
減便







































図 ６-1 「政策の窓」モデルの概念図 
出典：文献 5)をもとに著者加筆修正 







































○ ○ ○ ○ ○ ○
能動的な知識
創造
○ ○ ○ ○
問題と解決策 ○ ○ ○ ○
組織のやる気 ○ ○ ○
活動 ○ ○ ○ ○ ○
偶然性 ○ ○ ○ ○ ○
動態的モデル ○ ○

































 １．活性化協議会設立以前の時期（～2007 年度） 
 ２．彦根市における施策立案・推進期（2008～2009 年度） 
 ３．湖東圏域での計画立案・施策推進期（2009～2012 年度） 
 上記の段階に際してどのように政策が実現出来たのか，① 政策アクティビストの存在，
② 政策形成の場，③ アジェンダ，問題の流れ，問題の窓，④ 政策の流れ，⑤ 政治状況，
政治の流れ，政治の窓，⑥ 問題，政策，政治のパッケージの各視点で説明していく． 
 

































６-６-２ 彦根市における施策立案・推進期（2008～2009 年度） 
① 政策アクティビストの存在 
 2008 年度に彦根市において初めて公共交通活性化協議会が設立された時に，彦根市内に







































































 総務省から「定住自立圏構想」が提示されたことを受け，彦根市を中心とした 1 市 4 町
が連携して人口定住のために必要な生活機能の確保に向けて，彦根市と愛荘町，豊郷町，
甲良町及び多賀町が，2009 年 9 月の各市町議会に，「定住自立圏形成協定」の締結に関す
る議案を上程し，すべての議会で原案どおり議決された．この中で「地域公共交通」が位
置づけられ，1 市 4 町が連携して事業に取り組むこととされ，ここに複数市町協働での公共
交通活性化という政治の流れが生まれた． 
⑥ 問題，政策，政治のパッケージ 
















































































































































表 ６-6 「政策の窓」モデルを用いた湖東圏域公共交通活性化の流れ図 
 















































































事業化プロセス計画学的視点からの分析，土木計画学研究・論文集 Vol.24,pp. 895-906 
2) 山崎 基浩，秀島 栄三，伊豆原 浩二，山本 幸司(2002), 地方都市における交通施策展












































































































 彦根市における路線バスの利用者数の推移は 5 章で述べた通り，1996 年度には年間 150








































① 複数市町連携のきっかけ  
 公共交通の取組とは別に，彦根市及び愛荘町，豊郷町，甲良町，多賀町の１市４町にお











を 1 市４町で連携して行っていくことになる．大まかな系譜を図 7-3 に示す． 


























が年 3 回程度されている．この下部組織として，「幹事会」と称される，1 市 4 町の公共交
通政策担当者（主に課長級以下の実務者で組織．テーマに応じて交通事業者も参加）の会
議が，年 5 回程度開催され，さらに非公式の担当者打合せが複数回開催されている．この































































シーについては，乗合率の向上に向けて目標値（1 台当り 1.5 人以上の乗車）を定めて取り

































































ご意見などをお聞きし，1 市 4 町の連携による施策推進の背景に迫るためのアンケートを実
施した 12)． 
実施時期及び設問項目は以下のとおりである． 
○実施時期：2013 年 9 月 
































































表 ７-1 公共交通を担当された際の担当者の苦労 















1位/3点 2位/2点 3位/1点 得点
１．乗合タクシー導入の諸準備・手続き 0 3 1 7
２．路線バス見直しのための諸準備・手続き 1 1 0 5
３．バス事業者との折衝，打ち合わせ　 0 1 4 6
４．公共交通に関する予算確保 1 3 1 10
５．市民，沿線企業，議会等からの要望や苦情への対応 1 2 0 7
６．施策に対する庁内の調整 1 0 1 4
７．１市４町間の連携・調整 1 0 2 5




表 ７-2 公共交通担当者の取組当時の課題認識 



























1位 /3点 2位 /2点 3位 /1点 重み得点
１．運行赤字額の削減　 5 3 2 23
２．乗合タクシーによる不便地域の解消　 1 4 0 11
３．市民の要望や苦情に真摯に答えること 1 1 1 6
４．路線バスの利用者の増加 3 1 2 13
５．わかりやすい情報提供，利用促進やＰＲ活動　 0 1 3 5
６．１市４町の行政間の連携（活性化協議会の運営等 1 1 2 7























































期待以上 期待通り 期待に及ばず 担当せず
A乗合タクシー導入 3 5 0 4
B路線バスの利便性向上 1 2 8 1
C公共交通の情報提供・PR 0 7 4 1
D１市４町間の連携・調整 4 4 3 0











図 ７-3 担当として配属される前後で，公共交通に対するイメージは変わったか  N=12 














































































































































































的整理，土木計画学研究・講演集，Vol.41，CD-ROM No.413, 2010. 
11) 塩士圭介，高山純一，中山晶一朗：全国の市町村合併形態と生活バス交通確保施策の進








都市計画論文集，Vol.46-3，pp.811-816 , 2011. 
16) 出口近士，吉武哲信，上村孝喜，飯干淳志：コミュニティバス事業化業務を通じた自治
体職員の研修効果 高千穂町の事例，土木計画学研究・論文集 Vol.25, pp. 1043-1050, 
2008. 
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８  結論 
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問３  現在の貴市町村における公共交通の状況について当てはまるものの   の中に○をつけて路線数及
び年走行キロをご記入ください． 
路線数及び年走行キロについては，貴自治体として把握されている分だけで結構です． 
鉄道路線（JR在来線・民鉄・地下鉄・路電）     運行している（自市町村内に駅が存在） 
公営企業バス（交通局／交通部等）     運行している   
民営路線バス（貴市町村補助対象外）     運行している   
民営路線バス（貴市町村補助対象）     運行している 路線数   路線 年走行キロ     km 
市町村営路線バス 
（公営企業を除く直営による運行）     運行している 路線数   路線 年走行キロ     km 
市町村営路線バス 
（民間事業者へ運行委託）     運行している 路線数   路線 年走行キロ     km 
商工会・住民組織等が運行するバス     運行している 路線数   路線 年走行キロ     km 
乗合タクシー 
(10名以下の車両を用いた輸送)     運行している 路線数   路線 年走行キロ     km 
スクールバス     運行している 路線数   路線 年走行キロ     km 
福祉有償輸送     運行している 路線数   路線 年走行キロ     km 
その他の乗合輸送サービス 
（                ）     運行している 路線数   路線 年走行キロ     km 
その他の乗合輸送サービス 
（                ）     運行している 路線数   路線 年走行キロ     km 
 
問４ 貴自治体における公共交通等の利用者数及び補助状況についてお答えください．下記の補助に該当しな














人／年 千円／年 千円／年 千円／年 
市町村営路線バス（直営） 人／年 千円／年 千円／年 千円／年 
市町村営路線バス（運行委託） 人／年 千円／年 千円／年 千円／年 
乗合タクシー 人／年 千円／年 千円／年 千円／年 
スクールバス 人／年 千円／年 千円／年 千円／年 
福祉有償運送 人／年 千円／年 千円／年 千円／年 
その他 
（      ） 
人／年 千円／年 千円／年 千円／年 
その他 
（      ） 
人／年 千円／年 千円／年 千円／年 
その他 
（      ） 
人／年 千円／年 千円／年 千円／年 












 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 2007 年度 2008 年度 
国補助 千円/年 千円/年 千円/年 千円/年 千円/年 
都道府県補助 千円/年 千円/年 千円/年 千円/年 千円/年 
貴市町村負担 千円/年 千円/年 千円/年 千円/年 千円/年 
その他 
（     ） 






問６ バス運行対策費のうち，市町村単費の主な増減要因について，該当すると思われる事項の    の中に
○をつけてください．（いくつでも複数回答可）（ご担当の職員ご自身のお考えで結構です） 
＜単費負担増加の要因＞ 
1.     通勤利用の減少 
2.     学生・通学利用の減少 
3.     昼間需要（高齢者・主婦等）の減少 
4.     路線延伸・新設等による運行距離の増加 
5.     増便による運行距離の増加 
6.     市町村合併による広域化による運行経費増加 
7.     上記以外の運行経費の増加 
8.     運賃値下げによる収支悪化 
9.     国庫・都道府県補助額削減による単費負担増加 
10.     その他（具体的にご記入下さい                           ） 
 
＜単費対策費支出減少の要因＞ 
1.     利用者の増加による収支改善 
2.     路線短縮・廃止による運行距離削減 
3.     減便による運行距離削減 
4.     デマンド化または乗合タクシー化による経費節減 
5.     運賃値上げによる増収 







ると思われる事項の    の中に○をつけてください．（いくつでも複数回答可）（ご担当の職員ご自
身のお考えで結構です） 
 
1. 高齢化の進展による高齢者等の生活手段の確保     特に重視している      重視している 
2. 少子化による学生の交通利用の減少への対応     特に重視している      重視している 
3. 中心市街地が衰退し，まちへの来訪交通が減少     特に重視している      重視している 
4. 合併により広域化が進んだことへの対応が必要     特に重視している      重視している 
5. 合併により，国・県の生活バス補助額削減への対応     特に重視している      重視している 
6. 隣接市町村との交通結節や連携の強化が必要     特に重視している      重視している 
7. 民間バス路線の撤退の危機が迫っている     特に重視している      重視している 
8. 交通空白・不便地域への対応が求められている     特に重視している      重視している 
9. 路線，スクール，福祉など多様なサービスが重複し     特に重視している      重視している 
非効率 
10. バスの利便性が年々低下していることへの対応     特に重視している      重視している 
11. 自治体の財政負担（公営企業も含みます）が年々増     特に重視している      重視している 
加しており，対応が必要 
12. 環境・地球温暖化の観点から公共交通への転換が必要     特に重視している      重視している 









の    の中に○をつけてください．（いくつでも複数回答可） 
＜バス路線見直し＞ 
1. バス路線の再編（系統見直し等）    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
2. 利便性向上のためのダイヤ改正（増便，乗継利便向上等）    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
3. 利用の少ない路線の見直し（減便，廃止）    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
4. 高齢者，通学客など特定層をターゲットにした運行    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
5. 中心部⇔郊外を結ぶバス路線の新設    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
6. 合併自治体において旧市町同士を結ぶバス路線の新設    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
7. 地元住民，商工会等による自主運行バスの支援    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
＜予約型運行などコスト削減策＞ 
8. デマンド（予約）式のバスの導入    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
9. デマンド（予約）式の乗合タクシーの導入    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
10. スクールバス，福祉バス等他の輸送サービスとの統合    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
＜公共交通周辺環境の整備＞ 
11. バス待ち環境の改善（上屋整備等）    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
12. バス走行環境の改善（専用レーン，バスベイ設置等）    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
13. Ｐ＆Ｒ，駅／バス停付近の駐車場・駐輪場の整備  
14. バス停清掃や除雪などのボランティアに対する支援    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
＜情報提供等による利用促進及びモビリティ・マネジメント＞ 
15. モビリティ・マネジメント    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
（実施（予定）の場合，マネジメントの対象としているカテゴリの    の中に○をつけて下さい） 
    企業従業員対象     住民対象      学校対象        その他（        ） 
16. 利用促進キャンペーン    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
17. 情報提供の改善（ＨＰ，紙，バス停掲示，ポスター，その他）    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
18. 観光施策との連携による公共交通利用促進    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
19. 商業施策との連携による公共交通利用促進    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
＜利用者負担の見直し＞ 
20. 運賃値下げ（利用者負担の軽減）    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
21. 運賃値上げ（財政負担の軽減，財政健全化等）    既に取組中    今後３年以内に取組予定 
22. 地元自治会や商業施設等からの財政的支援    既に取組中    今後３年以内に取組予定 






 ・地域公平性の確保が求められた  （選択肢番号                      ） 
 ・行政区域の広域化への対応 （選択肢番号                      ） 
 ・新市建設計画で盛り込まれている （選択肢番号                      ） 







問１０  合併前後において，生活交通の確保に関するメリットとしてお感じになっていることがあれば 
    の中に○をつけてください．（いくつでも複数回答可）． 
1.     旧町にまたがった路線バスを新たに運行し，新市町域の交通の一元化が図れた． 
2.     それぞれで運行していたコミュニティバスの統合を図った． 
3.     運賃がバラバラであったのを統一し利便性を図った． 
4.     その他のメリットがあった（                             ） 
5.     特に合併によるメリットはない 
6.     逆に，合併により生活交通の確保が一層困難になった 
 
問１１  合併前後において，乗合公共交通のサービスレベルの旧市町村間での格差が問題になっていますか． 
当てはまる   の中に○をつけてください．（いくつでも複数回答可） 
1.     特にサービスレベルの格差がない． 
2.     合併市町村間でサービスレベルの格差があるが，特に問題視していない． 
3.     合併市町村間でサービスレベルの格差が問題となっているが，解決の見通しがたっていない． 
4.     合併市町村間でサービスレベルの格差が問題となり，解決済もしくは解決策検討中である． 
5.     その他（                             ） 
 
問１２  問１１で「格差がある（選択肢 2～4）」とお答えの自治体にお尋ねします．どのような格差でしょ
うか．当てはまる   の中に○をつけてください．（いくつでも複数回答可） 
1.     旧市町間で，運賃体系が大きく違う． 
2.     旧市町間で，バス路線がある地域とない地域がある． 
3.     旧市町間で，バス交通の運行便数やサービスレベルが大きく違う． 
4.     旧市町間で，バス交通に対する補助の仕組みや制度が違う． 















公共交通会議」を設置していますか．いずれかの    の中に○をつけてください． 
1.     設置している（貴市町村単独） 
2.     設置している（複数市町村で共同設置） 
3.     現在設置していないが，設置の予定がある   




かの    の中に○をつけてください． 
1.     設置している（貴市町村単独）       →問１６へ 
2.     設置している（複数市町村で共同設置）   →問１６へ 
3.     現在設置していないが，設置の予定がある  →次の頁の問１８へ 






問１６ 貴市町村においては，地域公共交通総合連携計画を既に策定されていますか． あてはまる    の中
に○をつけてください． 
1.     策定済み 
2.     調査中  
（副問：調査にあたって，国庫の調査費補助（地域公共交通総合連携計画策定調査事業）を活用していま
すか．      活用している     活用していない ） 
3.     未調査 
 
問１７ 貴市町村において地域公共交通総合連携計画を作成済みの場合，そのホームページでの情報公開につ
いてお聞きします．あてはまる   の中に○をつけてください． 
1.     ホームページで公開している 












問１８ 今後の課題認識についてあてはまると思うものの    の中に○をつけて下さい．（ご担当の職員ご自
身のお考えで結構です） 
1.     国や都道府県の支援が将来縮小の可能性に対する不安 
2.     市町村単費での財政負担の増大が懸念される 
3.     住民や地域団体など多様な組織の参画が欲しい 
4.     公共交通の確保に関する先進事例の情報が欲しい 





  １．    現在のサービスレベルを向上させる必要がある．  
  ２．    現在のサービスレベルを維持する必要がある． 
  ３．    現在のサービスレベルの低下はやむを得ない． 
自治体の財政出動 
  １．    現状以上の負担をしていく必要がある． 
  ２．    現状の負担を維持する必要がある． 




























































◆本アンケートの送付先 以下のどちらかでお願い致します．いずれも，１月 8日(土)までにご返信賜れば幸いです． 
①同封した返信用封筒による郵送 
   
②様式をダウンロードした上でご記入頂き，電子メールで送信 
 ◆本アンケートの調査票（電子データ）はこちらにあります．どうぞご利用下さい． 
 → http://xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx/ 
 ご記入頂いたアンケートは こちらへメール送信をお願いします． 
→  xxxxxxxxx@xxxxxxxxxxxxxxx.jp 
  なお，アンケート内容に対するご質問，お問い合わせも上記アドレスへお願い致します． 
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電話：              FAX： 
                                    
ご担当者の電子メールアドレス 
 











  －209－ 
問１ 2010 年度現在，貴自治体で取り組まれている交通関連施策のうち，以下に該当するものの    に○を
おつけください．（いくつでも可） 
１．    赤字の民営バス路線に関する補助 
２．    市町村営バスの運行（一部バス会社に委託しているものを含む） 
３．    いわゆる「コミュニティバス」の運行（バス会社に委託しているものを含む） 
４．    乗合タクシー（10 名以下）の運行（タクシー会社に委託しているものを含む） 
５．    公共交通体系，路線網，ダイヤ等の見直しに係る検討または実施 
６．    利用促進の取組（ＰＲ活動，モビリティマネジメント，路線・時刻表などの情報提供等） 
７．    地元組織やＮＰＯ等が運行するバスまたは乗合タクシーに対する支援 
８．    バス走行環境，待合環境（バス停，待合室等）の整備 
９．    鉄道，バス等公共交通のバリアフリー化に関する補助 
10．    鉄軌道（バリアフリーを除く）に関する補助 
11．    その他の公共交通施策（                                 ） 
 
問２ 以下の事項について，貴自治体において当てはまると思われる項目の    に○をおつけください．（いく
つでも可） なお，ご回答頂く担当者様のご見解で結構です． 
１．    中心市街地・人口密集地域におけるバス交通の維持・活性化が必要 
２．    過疎地域・人口希薄地域におけるバス交通の維持・活性化が必要 
３．    鉄道・バス・タクシー等も含めた公共交通体系の見直しが必要 
４．    交通渋滞緩和のためのマイカーの抑制策が必要 
５．    道路関連施策と公共交通施策が連携した総合交通体系の検討が必要 
６．    既存公共交通機関の利用促進のための取組が必要 
７．    公共交通空白地域解消のための新たな公共交通サービスの提供が必要  
８．    高齢者等の交通弱者対策のための新たな公共交通サービスの提供が必要 
  
問３ 貴自治体は，交通政策として公共交通機関の維持・活性化にどの程度関与すべきだと思いますか．ご回答
頂くご担当者様のお考えとして最も近いもの１つの    に○をおつけ下さい． 
１．     交通政策として，財政的支援も含めて積極的に関与すべき  
２．     交通政策として，ある程度は関与すべきだが，財政的支援は抑制すべき  
３．     あまり関与すべきではない 
４．     全く関与すべきでない（民間事業者に任せるべき）  
５．     わからない 
 
問４ この質問は上記問３で 1，2 のいずれかを選択した方のみお答え下さい（3～5 のいずれかを選択した方は
次頁へ）．貴自治体が公共交通機関に関与すべき事項について，以下の中から当てはまるもの全てに○
を付けてください． 
１．     自治体直営による公共交通の運営  
２．     民間委託による公共交通の運営への関与 
３．     民間事業者の赤字路線への補助  
４．     利用促進などの取り組み  
５．     公共交通政策に係る関係者間の調整 
６．     その他（                                        ） 










問５  「交通基本法」という法律についてご存知ですか． 
１．     内容を含め，知っている  
２．     存在は知っている 
３．     知らない 
問６ 「交通基本法」に，どの程度関心がありますか． 
１．     とても関心がある  
２．     少し関心がある  
３．     あまり関心がない  
４．     全く関心がない 
５．     分からない 
 
問７ 以下の事項のうち，国の法制度として盛り込むことが望ましいと思われる事項について，あてはまる   
に○をおつけください．（いくつでも可） なお，以下の内容は，交通基本法の制定への影響を企図し
たものではありません 
１．     過疎地域・人口希薄地域における最低限の公共交通による移動の保障 
２．     クルマより公共交通優先であるとの考え方の確立 
３．     道路施策と公共交通施策を融合した総合交通施策策定に関する事項の明記 
４．     公共交通施策に必要な財源確保に関する事項の明記  
５．     環境負荷軽減の考え方の確立 
６．     その他（                                       ） 




















     １．新規路線新設（以下の副問にもお答え下さい） 
 副問 a 輸送機関（     1.バス      2.タクシー      3.その他（      ） 
     ２．既存路線・ダイヤの再編 
     ３．公共交通関連の周辺環境整備（バス停・駅舎の整備・改良など） 
     ４．運賃制度見直し 
     ５．情報提供（時刻表，路線図，乗り継ぎ案内，HP など） 
     ６．利用促進活動（広報，PR，イベント，モビリティマネジメント（MM）など） 
     ７．その他（                      ） 
     １．新規路線新設（以下の副問にもお答え下さい） 
 副問 a 輸送機関（     1.バス      2.タクシー      3.その他（      ） 
     ２．既存路線・ダイヤの再編 
     ３．公共交通関連の周辺環境整備（バス停・駅舎の整備・改良など） 
     ４．運賃制度見直し 
     ５．情報提供（時刻表，路線図，乗り継ぎ案内，HP など） 
     ６．利用促進活動（広報，PR，イベント，モビリティマネジメント（MM）など） 
     ７．その他（                      ） 
(4)その事業は期待される成果が
出ていますか． 
     １．期待を超える成果が出ている 
     ２．ほぼ期待通りの成果を得ている 
     ３．期待した成果が十分に出ていない 
     ４．成果を計測しにくい，または成果を把握していない 
     １．期待を超える成果が出ている 
     ２．ほぼ期待通りの成果を得ている 
     ３．期待した成果が十分に出ていない 




     １．利用が期待より多い 
     ２．利用が期待より少ない 
     ３．運営コストが抑えられた 
     ４．運営コストが期待よりも増えた 
     ５．利用者の満足度など評価が高い 
     ６．利用者の満足度などの評価が低い 
     １．利用が期待より多い 
     ２．利用が期待より少ない 
     ３．運営コストが抑えられた 
     ４．運営コストが期待よりも増えた 
     ５．利用者の満足度など評価が高い 
     ６．利用者の満足度などの評価が低い 
(6)目標値は設定していますか．ま
たその目標値は達成しましたか． 
     １．目標値を設定している（以下の副問にもお答え下さい） 
 副問１ 目標値の指標は何ですか． 
 （     １．輸送人員       ２．収支額       ３．その他（       ）） 
 副問２ その目標値は達成しそうですか． 
 （     １．達成しそう      ２．達成は難しい      ３．分からない） 
     ２．目標値を設定していない 
     １．目標値を設定している（以下の副問にもお答え下さい） 
 副問１ 目標値の指標は何ですか． 
 （     １．輸送人員       ２．収支額       ３．その他（       ）） 
 副問２ その目標値は達成しそうですか． 
 （     １．達成しそう      ２．達成は難しい      ３．分からない） 




     １．現状のまま継続 
     ２．拡大して継続 
     ３．縮小して継続 
     ４．内容を変更して継続 
     ５．廃止 
     ６．今後の見通しは不明 
     １．現状のまま継続 
     ２．拡大して継続 
     ３．縮小して継続 
     ４．内容を変更して継続 
     ５．廃止 
















     １．新規路線新設（以下の副問にもお答え下さい） 
 副問 a 輸送機関（     1.バス      2.タクシー      3.その他（      ） 
     ２．既存路線・ダイヤの再編 
     ３．公共交通関連の周辺環境整備（バス停・駅舎の整備・改良など） 
     ４．運賃制度見直し 
     ５．情報提供（時刻表，路線図，乗り継ぎ案内，HP など） 
     ６．利用促進活動（広報，PR，イベント，モビリティマネジメント（MM）など） 
     ７．その他（                      ） 
     １．新規路線新設（以下の副問にもお答え下さい） 
 副問 a 輸送機関（     1.バス      2.タクシー      3.その他（      ） 
     ２．既存路線・ダイヤの再編 
     ３．公共交通関連の周辺環境整備（バス停・駅舎の整備・改良など） 
     ４．運賃制度見直し 
     ５．情報提供（時刻表，路線図，乗り継ぎ案内，HP など） 
     ６．利用促進活動（広報，PR，イベント，モビリティマネジメント（MM）など） 
     ７．その他（                      ） 
(4)その事業は期待される成果が
出ていますか． 
     １．期待を超える成果が出ている 
     ２．ほぼ期待通りの成果を得ている 
     ３．期待した成果が十分に出ていない 
     ４．成果を計測しにくい，または成果を把握していない 
     １．期待を超える成果が出ている 
     ２．ほぼ期待通りの成果を得ている 
     ３．期待した成果が十分に出ていない 




     １．利用が期待より多い 
     ２．利用が期待より少ない 
     ３．運営コストが抑えられた 
     ４．運営コストが期待よりも増えた 
     ５．利用者の満足度など評価が高い 
     ６．利用者の満足度などの評価が低い 
     １．利用が期待より多い 
     ２．利用が期待より少ない 
     ３．運営コストが抑えられた 
     ４．運営コストが期待よりも増えた 
     ５．利用者の満足度など評価が高い 
     ６．利用者の満足度などの評価が低い 
(6)目標値は設定していますか．ま
たその目標値は達成しましたか． 
     １．目標値を設定している（以下の副問にもお答え下さい） 
 副問１ 目標値の指標は何ですか． 
 （     １．輸送人員       ２．収支額       ３．その他（       ）） 
 副問２ その目標値は達成しそうですか． 
 （     １．達成しそう      ２．達成は難しい      ３．分からない） 
     ２．目標値を設定していない 
     １．目標値を設定している（以下の副問にもお答え下さい） 
 副問１ 目標値の指標は何ですか． 
 （     １．輸送人員       ２．収支額       ３．その他（       ）） 
 副問２ その目標値は達成しそうですか． 
 （     １．達成しそう      ２．達成は難しい      ３．分からない） 




     １．現状のまま継続 
     ２．拡大して継続 
     ３．縮小して継続 
     ４．内容を変更して継続 
     ５．廃止 
     ６．今後の見通しは不明 
     １．現状のまま継続 
     ２．拡大して継続 
     ３．縮小して継続 
     ４．内容を変更して継続 
     ５．廃止 








  －213－ 
(1)事業名   




     １．新規路線新設（以下の副問にもお答え下さい） 
 副問 a 輸送機関（     1.バス      2.タクシー      3.その他（      ） 
     ２．既存路線・ダイヤの再編 
     ３．公共交通関連の周辺環境整備（バス停・駅舎の整備・改良など） 
     ４．運賃制度見直し 
     ５．情報提供（時刻表，路線図，乗り継ぎ案内，HP など） 
     ６．利用促進活動（広報，PR，イベント，モビリティマネジメント（MM）など） 
     ７．その他（                      ） 
     １．新規路線新設（以下の副問にもお答え下さい） 
 副問 a 輸送機関（     1.バス      2.タクシー      3.その他（      ） 
     ２．既存路線・ダイヤの再編 
     ３．公共交通関連の周辺環境整備（バス停・駅舎の整備・改良など） 
     ４．運賃制度見直し 
     ５．情報提供（時刻表，路線図，乗り継ぎ案内，HP など） 
     ６．利用促進活動（広報，PR，イベント，モビリティマネジメント（MM）など） 
     ７．その他（                      ） 
(4)その事業は期待される成果が
出ていますか． 
     １．期待を超える成果が出ている 
     ２．ほぼ期待通りの成果を得ている 
     ３．期待した成果が十分に出ていない 
     ４．成果を計測しにくい，または成果を把握していない 
     １．期待を超える成果が出ている 
     ２．ほぼ期待通りの成果を得ている 
     ３．期待した成果が十分に出ていない 




     １．利用が期待より多い 
     ２．利用が期待より少ない 
     ３．運営コストが抑えられた 
     ４．運営コストが期待よりも増えた 
     ５．利用者の満足度など評価が高い 
     ６．利用者の満足度などの評価が低い 
     １．利用が期待より多い 
     ２．利用が期待より少ない 
     ３．運営コストが抑えられた 
     ４．運営コストが期待よりも増えた 
     ５．利用者の満足度など評価が高い 
     ６．利用者の満足度などの評価が低い 
(6)目標値は設定していますか．ま
たその目標値は達成しましたか． 
     １．目標値を設定している（以下の副問にもお答え下さい） 
 副問１ 目標値の指標は何ですか． 
 （     １．輸送人員       ２．収支額       ３．その他（       ）） 
 副問２ その目標値は達成しそうですか． 
 （     １．達成しそう      ２．達成は難しい      ３．分からない） 
     ２．目標値を設定していない 
     １．目標値を設定している（以下の副問にもお答え下さい） 
 副問１ 目標値の指標は何ですか． 
 （     １．輸送人員       ２．収支額       ３．その他（       ）） 
 副問２ その目標値は達成しそうですか． 
 （     １．達成しそう      ２．達成は難しい      ３．分からない） 




     １．現状のまま継続 
     ２．拡大して継続 
     ３．縮小して継続 
     ４．内容を変更して継続 
     ５．廃止 
     ６．今後の見通しは不明 
     １．現状のまま継続 
     ２．拡大して継続 
     ３．縮小して継続 
     ４．内容を変更して継続 
     ５．廃止 
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調 査 票 
（第７章関連） 
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  －217－ 
2013 年 8月 
         様 
 
湖東圏域の公共交通ご担当を経験された方へのアンケート 





 すでにご承知の通り，湖東圏域の公共交通の取組は，定住自立圏構想のもと，1 市 4 町が協調して実施され
ているところであり，予約型乗合タクシーの運行や，路線バスの改善，情報提供やモビリティ・マネジメント
の取組を一体的に行なっています．その結果もあってか，乗合タクシーのご利用者数が近年大幅に増加してい

















2013 年 8月吉日 
ご回答後はこちらまでメールまたはＦＡＸでご送付頂ければ幸いです． 










  １．彦根市  ２．愛荘町  ３．豊郷町  ４．甲良町  ５．多賀町 

























  －219－ 
Q４．公共交通をご担当された時に，一番苦労されたのはどのような点でしょうか．特に苦労された事項を１
位から３位まで付けて（   ）内に記載して下さい． 
 １．乗合タクシー導入の諸準備・手続き 
 ２．路線バス見直しのための諸準備・手続き 












               ↓達成度（ご自分自身が期待した成果が得られたかどうかでお考え下さい）                        
Ａ．乗合タクシー導入 □期待以上 □期待通り □期待に及ばず □自分は担当していない 
Ｂ．路線バスの利便性向上 □期待以上 □期待通り □期待に及ばず □自分は担当していない 
Ｃ．公共交通の情報提供・PR □期待以上 □期待通り □期待に及ばず □自分は担当していない 
Ｄ．１市４町間の連携・調整 □期待以上 □期待通り □期待に及ばず □自分は担当していない 





















  －220－ 
Ｑ７．今後，公共交通をより良くするために，行政ご担当者としての経験から，一番必要な点はどのような点









 ８．その他→  
 





  →具体的にどのような点が変わりましたか？ご自由にお書き下さい． 
 
 
 ２．イメージが変わっていない 
 
Ｑ９．その他，公共交通をご担当されての感想などがありましたらご自由にお書き下さい． 
 
 
 
